
① 中国､ ロシア､ 中央アジア４ヵ国 (カザフ

スタン､ キルギス､ タジキスタン､ ウズベキスタ

ン) からなる地域機構 ｢上海協力機構 (The

Shanghai Cooperation Organisation：SCO)｣

は､ 加盟国が共通して抱える国際テロリズム､

民族分離運動､ 宗教過激主義への共同対処の

ほか､ 経済､ 文化など､ 幅広い分野における

協力の強化を目指し､ 2001年に創設された｡

② SCO発展の背景には､ 近年における中ロ

関係の改善と､ 両国の外交政策の変化がある｡

最近では､ 新たなオブザーバーの参加による

加盟国の地理的拡大も見られる｡ 安全保障分

野やエネルギー分野での協力の行方に､ 内外

の注目が集まっている｡

③ 1960年代以後､ 敵対関係にあった中国と旧

ソ連 (現在のロシア) が､ 80年代初めから関係

改善を模索し始め､ 1989年５月のゴルバチョ

フ最高会議議長 (当時) 訪中により関係正常

化が達成された｡ その後も､ 国境交渉の進展

や実務関係の改善を進め､ 1996年には､ ｢戦

略的協力のパートナーシップ｣ が確認され､

両国関係は､ かつてない安定が見られるよう

になった｡

④ ソ連邦の崩壊により､ 中ソ間の国境交渉､

および国境兵力の相互削減と信頼醸成の協議

は､ 中国とロシア､ 独立した中央アジアのカ

ザフスタン､ キルギス､ タジキスタンを加え

た､ ５ヵ国の枠組み (｢上海ファイブ｣) に移っ

た｡ 1996年の国境地区軍事領域での信頼強化

についての協定 (上海協定)､ 翌1997年の国境

地区の軍事力の相互削減に関する協定 (モス

クワ協定) により､ 国境地域の基本的な安定

が確保された｡

⑤ 国境地域の安定が確保されたことで､ 上海

ファイブでは､ より広い範囲における地域協

力が志向されるようになった｡ 2001年６月､

上海ファイブにウズベキスタンを正式加盟国

として加え､ 新しい多国間協力の地域機構と

して SCOが創設された｡ その後､ SCOは､

目的､ 原則､ 組織､ 機能などを規定した

｢SCO憲章｣ を制定した｡ また､ 閣僚級協議

の開催や､ 事務局､ 地域テロ対策機構の設置

等を行い､ 組織的体裁を整えた｡

⑥ 以上の過程では､ 中国とロシアが中心的役

割を果たしたとされる｡ 両国が､ 上海ファイ

ブおよび SCOを推進した背景には､ 外交政

策の転換や､ 中央アジアとの関係構築の必要

性など､ それぞれの狙いが込められていた｡

⑦ SCOの行方は､ アジア全体の今後の国際

関係に影響を与える可能性が大きいが､ 同機

構には､ いくつかの問題点も指摘されている｡

本稿では､ 参加国の拡大､ SCOに対する米

国の懸念､ 協力分野の拡大､ 中央アジアにお

ける中ロのバランスの４項目に分けて紹介し､

今後の課題を探る｡

⑧ SCOは､ 今後も､ 利害の共通する分野や

局面において､ 結束が強調され､ 協力関係が

進展していくであろうというのが大方の見方

である｡ 日本にとっても､ 対ユーラシア外交

を考える上で､ SCOの動向は無視できない

ものとなっていくであろう｡
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はじめに

中国､ ロシア､ 中央アジア４ヵ国 (カザフス

タン､ キルギス､ タジキスタン､ ウズベキスタン)

からなる地域機構 ｢上海協力機構 (The Shang-

hai Cooperation Organisation：SCO)｣ は､ 加

盟国が共通して抱える国際テロリズム､ 民族分

離運動､ 宗教過激主義への共同対処のほか､ 経

済､ 文化など､ 幅広い分野における協力の強化

を目指し､ 2001年に創設された｡

SCOの前身である ｢上海ファイブ｣ (上海５

ヵ国) は､ 元々､ 中国と旧ソ連の間の領土問題

の解決と､ 国境地域の安定確保を目的に､ 中国､

ロシア､ カザフスタン､ キルギス､ タジキスタ

ンの５ヵ国の対話プロセスとして発足した｡

1996年に､ 上海で初の首脳会議が開かれ､ 以後､

毎年開催されてきた｡ 2001年に､ ウズベキスタ

ンを加えて､ 政治､ 経済､ 安全保障等の幅広い

分野で協議を行う枠組み SCOへと発展した｡

SCO発展の背景には､ 近年の､ 中ロ関係の

改善と､ 両国の外交政策の大きな変化がある｡

SCOでは､ 特に､ 安全保障分野やエネルギー

分野における協力が展開されている｡ 最近では､

新たなオブザーバーの参加による加盟国の地理

的拡大も見られる｡ 地域における影響力が急速

に増していることから､ 機構の動向に対し､ 米

国をはじめとして､ 内外の注目が集まっている｡

本稿では､ まず､ これまでの SCOの発展過

程とその実績をふり返ってみたい｡ その上で､

同機構を主導する中国とロシアの思惑や､ SCO

推進に動く背景事情に触れた後､ 最後に､ SCO

の抱える問題点や今後の課題を探ることにした

い｡

Ⅰ SCO創設までの経緯

１ 中ロ関係の進展

SCOの前身である ｢上海ファイブ｣ の対話

プロセスは､ 中国とロシアの関係の改善にとも
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なって開始された｡ そこで､ このプロセスに触

れる前に､ その開始に至る､ 特に1980年代以降

の中ロ (中ソ) 関係の変化の経緯を概観してお

きたい｡

現代中国と旧ソ連の関係は､ 中華人民共和国

が成立した1949年にスタートした｡ それ以後､

90年代半ばにいたるまで､ 両国関係は､ めまぐ

るしく変転した｡ 毛里和子氏によれば､ ① 友

好と同盟の1950年代､ ② 相互不信､ 不和､ イ

デオロギー対立の50年代末から60年代半ばまで､

③ ｢敵国｣ 同士として全面的に対立した60年代

末から70年代､ ④ 国家間・共産党間の関係正

常化を模索した80年代､ ⑤ 双方が､ 善隣・友

好関係をうち立てようとした90年代､ といった

ぐあいである(1)｡

1978年末から､ 中国では､ �小平総書記のリー
ダーシップの下で､ 内外政策の転換を始めた｡

対外政策では､ 米国､ 日本など西側諸国との関

係の維持・発展を図りながら､ 対ソ関係の正常

化を図ろうとする戦略を採った(2)｡ これを転機

に､ 敵対関係にあった中ソ間で､ 80年代初めに

なって､ 正常化が模索され始めた｡

1982年３月､ ソ連のブレジネフ書記長は､ タ

シケントでの演説で､ ソ連と中国の関係改善に

ついて交渉するよう呼びかけた｡ 中国側からは､

同年９月､ 中国共産党第12回全国代表大会にお

いて､ 胡耀邦総書記が､ 中ソ関係正常化の ｢三

大障害｣ を示した｡ すなわち､ ソ連が､ ①中・

ソ国境と中・モンゴル国境に大軍を集結してき

たこと､ ② ベトナムを支持してカンボジアを

侵略・占領させ､ インドシナと東南アジアで拡

張を行わせ､ 中国との国境地帯で挑発を行わせ

てきたこと､ ③ アフガニスタンを武力侵略し

たこと､ である｡ その上で､ ソ連当局が､ 中国

との関係を改善したいという誠意をもち､ しか

も我が国への脅威を取り除く実際的措置をとる

なら､ 中ソ両国の関係は､ 正常化に向かう可能

性がある､ と対ソ交渉に向けた基本的立場を表

明した｡ 1979年末の､ ソ連のアフガニスタン侵

攻を理由に中断していた外務次官級の協議は､

この年の10月に再開された｡ さらに､ 経済貿易

関係の拡大等､ 実務関係の改善が続いた(3)｡

1985年に､ Ｍ・ゴルバチョフがソ連共産党書

記長に就任したことにより､ 中ソ間の関係改善

がさらに加速した｡ 1986年７月､ ゴルバチョフ

書記長は､ ウラジオストク演説の中で､ 首脳会

談を行う用意や､ 国境交渉再開への期待､ モン

ゴルやアフガニスタンからのソ連軍の撤退を含

む具体的な対中改善策を表明した(4)｡ 当時､ ペ

レストロイカと ｢新思考外交｣ を推進していた

ソ連は､ 両国関係の進展に向けイニシアチブを

とった｡ 1989年５月､ ゴルバチョフ最高会議議

長 (党書記長) が訪中し､ 最高指導者の�小平
中央軍事委員会主席と会見したことにより､ 30

年ぶりの首脳会談が実現し､ 中ソ関係の正常化

が達成された(5)｡ その後､ 1998年秋以降の東欧

における社会主義政権の崩壊を受けて､ 中国の､

ソ連のペレストロイカに対する反発は強まり､

中ソ関係は一時冷却化した｡ しかし､ 1990年～

91年にかけて､ 中国は再びソ連との国家関係､

実務関係の安定に努めた｡ 1990年の李鵬総理の

訪ソ時に､ 国境地区の兵力削減と､ 信頼醸成措

置の原則についての協定が結ばれた｡ また､

1991年５月､ 江沢民総書記が訪ソした際に協定

が調印され､ 黒瞎子島 (大ウスリー島) など国境

河川の島々の最終的帰属を除いて､ 4,000キロ
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� 毛里和子 ｢中国とロシア－同盟から対立､ そして新パートナーへ｣ 伊東孝之ほか編 『講座スラブの世界７ ス

ラブの国際関係』 弘文堂, 1995, pp.261-262.� 石井明 ｢中ソ対決終息への道｣ 『政経研究』 39巻４号, 2003.3, pp.280-282.� ｢第１節 対ソ連関係｣ 『中国総覧』 1984年版, pp.154-161.� ｢第１節 対ソ連関係｣ 『中国総覧』 1988年版, pp.139-140.� ｢第１節 中ソ関係の正常化なる｣ 『中国総覧』 1990年版, pp.144-150.



におよぶ両国間の東部国境が確定した(6)｡

中ソ関係は､ 1989年の正常化以後､ 経済面だ

けではなく政治面でも深まっていった｡ 1992年

12月､ ソ連の継承国となったロシアのエリツィ

ン大統領が訪中した｡ 中ロが互いに ｢友好国｣

であることを確認した共同声明を発表すると同

時に､ 20以上の実務的協力に関する文書に合意

した｡ 軍事交流も行われるようになり､ 1993年

11月には､ グラチョフ国防相が訪中し､ ｢中ロ

国防協力協議書｣ (５年間の軍事協力) に調印し

た(7)｡

1994年には､ 両国関係について､ ｢建設的パー

トナーシップ｣ という言葉が使われるようになっ

た(8)｡ 1996年４月の､ エリツィン大統領の訪中

の際に発表された中ロ共同声明では､ ｢平等､

信頼をむねとした､ 21世紀に向けての戦略的協

力のパートナーシップ｣ が確認された(9)｡

このように､ 中ロ関係においては､ かつてな

い安定が見られるようになったが､ 後述するよ

うに､ 中国､ ロシア､ 中央アジア３ヵ国 (カザ

フスタン､ キルギス､ タジキスタン) の間で､ 国

境地域における信頼醸成を目的とした協定が結

ばれたのも､ 丁度この頃であった｡

２ ｢上海ファイブ｣ プロセス

� 国境地域をめぐる信頼醸成努力

ソ連邦の崩壊により､ 中ソ間の国境交渉の関

係国は､ 中国､ ロシアに､ 独立した中央アジア

のカザフスタン､ キルギス､ タジキスタンを加

えた５ヵ国に拡大した (図１参照)｡ 中央アジア

３ヵ国は､ 当初､ 中国との国境問題の存在を認

めなかったが､ ロシアの仲介により1992年２月

に交渉を始めた(10)｡ また､ これまで続けられ

てきた国境兵力の相互削減と信頼醸成について

の協議も､ 上記の５ヵ国の枠組みに移った｡

1996年４月26日､ 上海において ｢ロシア､ カ

ザフスタン､ キルギス､ タジキスタン､ 中国の

国境地区軍事領域での信頼強化についての協定

(上海協定)｣ が､ ５ヵ国の元首の間で調印され

た｡ 協定は､ 国境地域に配備している軍事力が

互いに攻撃しないこと､ 相手方を目標とする軍

事演習を行わないこと､ 軍事演習の規模や範囲､

回数を制限し､ 相互にオブザーバーを派遣しあ

うこと､ 国境から100キロ以内での軍事活動状

況を相互に通報し合うこと､ 危険な軍事活動を

防止すること､ 国境地域での軍事力と国境防衛
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� ｢第２節 ソ連との国家関係の安定化｣ 『中国総覧』 1992年版, pp.133-135.
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� 石井 前掲論文, p.288.
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部隊の間の友好的な往来等を約していた(11)｡

国境地域の安定が制度化されたこの協定は､ 中

ロの共同声明において､ アジア太平洋の安全協

力に ｢重要な意義がある｣ と評価された(12)｡

この会合は､ のちに ｢上海ファイブ｣ の第１回

会合といわれるようになる｡

上海協定の合意後､ 引き続き､ 国境地域の兵

力削減のための交渉が重ねられた｡ 交渉は難航

したものの､ 翌1997年４月24日には､ モスクワ

で､ ｢国境地区の軍事力の相互削減に関する協

定 (モスクワ協定)｣ が調印された(13)｡ 協定は､

武力の不行使､ 国境沿いでの軍事力相互不使用

の保証といった原則的なものとなった｡ 加盟国

は､ 国境地域の軍事力を善隣友好にふさわしい

最低限のレベルまで削減し､ もっぱら防御性の

兵力にする､ と謳い､ 国境の両側100キロメー

トル以内に駐留する兵員数､ 武器装備の上限水

準が設定された｡ 中国の江沢民国家主席は､ 協

定は ｢善隣友好関係の強化にとって遠大な意義

を持つ｣ と､ またロシアのエリツィン大統領は､

｢アジア太平洋地域で空前の成果｣ との評価を

それぞれ与えた(14)｡ 上海協定とモスクワ協定

により､ 国境地域の基本的な安定が確保された｡

� 地域協力の拡大へ

ここまでの２度の会合は､ 国境画定､ 信頼醸

成､ 国境の兵力削減などを通じて､ 脅威を除去

し､ 関係を安定させることであった｡ 1998年の

第３回首脳会談から､ より広い範囲における地

域協力が志向されるようになった｡ カザフスタ

ンのアルマトイで調印された､ ５ヵ国による共同

声明では､ 域内の貿易､ 投資の活発化､ 石油・

ガスパイプラインや輸送システムの構築等､ 長

期的な経済協力の強化が謳われた(15)｡ 1999年

８月にキルギスのビシュケクで開催された首脳

会談の後に発表された ｢ビシュケク声明｣ には､

国際テロ､ 麻薬・武器の不法取引､ 不法移民､

民族分離主義､ 宗教過激主義に対抗するため､

共同措置を講じることが書き込まれた｡ 経済・

貿易分野では､ 前年の共同声明に盛り込まれた

経済協力を推進するため､ ５ヵ国による合同協

議グループが発足した｡ このほか､ 中央アジア

の非核地帯化への支持､ アフガニスタンの和平

に向けた活動の支持､ 国際・地域問題の解決に

当たっての国連の役割の重視など､ ５ヵ国間の

問題だけではなく､ 中央アジア､ 南アジア全体､

さらには､ 世界規模の事項についても合意がな

された(16)｡

域内・域外の諸問題について､ 閣僚級で定例

的に協議を行う場も設けられ､ ｢上海ファイブ｣

の制度化が進んだ｡ 1999年11月には､ 初の司法・

内務閣僚会合がビシュケク (キルギス) で開催

された(17)｡ 2000年３月には､ アスタナ (カザフ

スタン)で国防相会合が開かれた｡ 参加メンバー

は､ 軍事分野での関係各国の信頼を今後さらに

深めていくことを求め､ 国際テロ対策や中央ア
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� 同協定批准に関するロシア連邦法 <http://www.akdi.ru/gd/proekt/056413GD.SHTM> を参照した｡
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ник(ロシア外務省 『外交通報』), 1998.8, pp.9-11.

� ｢第２節 中国・ロシア・中央アジアの地域共同体への動き｣ 『中国総覧』 2000年版, pp.150-153.
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ジア地域の情勢安定化に向けて協力して取り組

むことを表明した(18)｡ 同年７月４日には､ ドゥ

シャンベ (タジキスタン) で外相会合が開かれ､

今後毎年開催することとなった(19)｡

こうした ｢上海ファイブ｣ のプロセスを､ 多

国間協力のための､ 開かれた地域機構に発展さ

せていく方向性が宣言されたのが､ 2000年７月

５日に､ タジキスタンのドゥシャンベで開催さ

れた第５回首脳会談であった｡ 会談には､ ウズ

ベキスタンが初めてオブザーバーとして参加し

た｡ このときに調印された ｢ドゥシャンベ宣言｣

では､ ｢５ヵ国の連携は､ 他国に敵対的なもの

でなく､ 開かれた性質｣ を持ち､ ｢具体的な協

力プログラムやプロジェクトに関心がある他の

国々が､ 国家間およびその他のレベルで参加す

ることを歓迎する｣ 旨が表明された(20)｡

会合では､ 地域の安全保障問題が中心議題と

なり､ 地域の安全､ 安定､ 発展にとって主たる

脅威となっている国際テロリズム､ 宗教的過激

主義､ 民族分離主義､ 麻薬・武器取引､ 不法移

民問題について､ 共同で闘う決意が確認された｡

この目的のために､ 近い将来､ 然るべき多国間

プログラムを作成し､ 必要な条約や協定を締結

すること､ 司法､ 国境警備､ 税関､ 内務機関の

指導者による定期的な会合を開催すること､ ５

ヵ国の枠組みでのテロ対策､ 暴力活動対策の演

習実施などが､ 合意された｡ さらに､ キルギス

のビシュケクに､ テロ対策センターを設置する

というアカエフ大統領のイニシアチブが支持さ

れた｡ また､ 国際問題に対する共通認識が示さ

れ､ 共同声明には､ ｢『人道介入』 や 『人権保護』

を口実にして行われるものを含め､ 他国の内政

への干渉に反対｣ することや､ 弾道弾迎撃ミサ

イル (ABM) 制限条約の維持､ アジア太平洋地

域における戦域ミサイル防衛 (TMD) システム

配備反対などが､ 記載された(21)｡

領土問題に関しても､ ｢上海ファイブ｣ のプ

ロセスのなかで進展した｡ 1994年には､ 中国・

カザフスタン国境協定が締結された｡ その際､

係争地２ヵ所は未決であったが､ 98年７月の上

海ファイブ第３回首脳会談の際に､ 補足協定が

結ばれ決着した｡ 1994年段階で､ 中国とキルギ

スの係争地は５箇所あったが､ 96年７月にはそ

のうち４ヵ所が解決し､ 両国は､ 国境画定協定

を締結するに至った｡ ハンテングリ地区ベデル

西部一帯も､ 99年８月の第４回首脳会談の折､

補足協定が結ばれ解決した｡ 最も難航が伝えら

れていた中国とタジキスタンの国境画定も､

2002年５月､ 電撃的にその終了が報じられた(22)｡

Ⅱ SCO創設とその進化

１ SCOの創設

2001年６月14日から上海で開催された首脳会

議で､ ウズベキスタン (前年はオブザーバー参加)

を､ 上海ファイブの正式加盟国とすることが決

定された｡ 中国と国境を接していないウズベキ

スタンの加盟は､ 上海ファイブが､ 当初の国境

問題協議のための枠組みから正式に脱却したこ

とを意味した(23)｡ ６ヵ国は､ 上海ファイブを
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� ｢カザフで上海５ヵ国国防相会議開く｣ 『ロシア月報』 681号, 2000.3, pp.105-106.

� МИДРФ, ДипломатическийВестник, 2000.8, pp.14-16.

� ｢『上海５ヵ国』 首脳の 『ドゥシャンベ宣言』｣ 『ロシア政策動向』 369号, 2000.7.31, pp.47-50.

� op.cit. �, pp.17-20.

� 岩下明裕 ｢CISと国際関係 第３節 中央アジア｣ 田畑伸一郎・末澤恵美編 『CIS：旧ソ連空間の再編成』 国際

書院, 2004, p.179.
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ドル・ルキン｢上海協力機構－組織形成と発展の見通し｣ 『分析ノート』 ロシア外務省モスクワ国立国際関係大学,

２号 (４号), 2005.2, p.8.)



格上げした新しい多国間協力の地域機構として

の ｢上海協力機構 (SCO) 設立宣言｣ を発表し

た｡ 設立宣言は､ SCOが地域の安全に優先的

意義を与え､ その確保のために､ 必要な努力を

行うこととした(24)｡

さらに､ この会議では､ ｢テロリズム・分離

主義・過激主義の取り締まりに関する上海協定｣

が調印された｡ 同協定では､ 国際および地域の

安全にとっての脅威であるテロリズム､ 分離主

義､ 過激主義に共同で対抗することが謳われ､

協力方法等が定められた｡ また､ キルギスのビ

シュケクに本拠を置く地域テロ対策機構を設置

することが合意された(25)｡ ロシアのプーチン

大統領は､ この枠組みにおける軍事的協力の重

要性について､ 次のように語った｡ ｢軍事的な

要素は､ 上海ファイブの優先課題のトップに置

かれている｡ なぜならソ連邦崩壊後､ 中央アジ

アに 『力の真空』 が形成されたからである｡ こ

の真空は､ 宗教的過激主義者やテロリスト組織

によって埋められるようになった｡ 指摘しなけ

ればならないのは､ この地域は､ 今に至るまで

十分に問題をはらんでおり､ 紛争の潜在性が極

めて高いことである｡ 我々が共同で措置を講じ

ることによって､ 情勢の制御が可能になるだろ

う(26)｣ と｡ 2001年９月にアメリカで､ 同時多

発テロ事件が起きる前に､ すでに SCOは､ 国

際テロリズムを地域の安全にとって主要な脅威

とみなし､ これに立ち向かうという姿勢を表明

していた｡ また､ 組織面では､ 加盟国の所管省

庁間の調整や連携の組織化を目的とする ｢国家

調整官理事会｣ が設置された｡ この国家調整官

理事会に､ ｢SCO憲章｣ 草案の策定は委ねられ

た｡ 憲章草案には､ 将来的協力の目的､ 対象､

課題､ 方向､ 新メンバー受け入れの原則や手続

き､ SCOが採択する決定の法的効力､ 他の国

際組織との連携に関する規定等が盛り込まれる

ことになった(27)｡

２ SCO憲章の制定

2001年９月14日､ カザフスタンのアルマトイ

で開催された SCO加盟国の首相会議では､ ９

月11日に米国で起こった同時多発テロ事件につ

いて､ 人類の文明の土台に対する挑戦と非難し

た共同声明を発表した｡ 声明では､ ｢この悪に

勝利できるのは､ すべての国家の団結した努力

のみである｣ と指摘し､ SCOは､ テロリズム､

過激主義､ 分離主義に対抗するため活発な活動

を行うとした(28)｡ 2002年１月､ 北京で開かれ

た SCOの臨時外相会議では､ 各国外相は､ ア

フガニスタンがタリバン体制から解放されたこ

とを歓迎し､ アフガニスタンに人道援助を行っ

ていくことを表明した｡ また､ テロリズムに対

する国際的な闘いで､ 中心的役割を果たすのは

国連であるとの認識で一致した｡ さらに､ 国際

テロリズムを取り締まる包括的な条約と､ 核に

よるテロを防止するための条約の速やかな策定

が､ 不可欠であることが指摘された(29)｡

2002年６月の首脳会議において､ ｢SCO憲章｣

(SCOの目的､ 原則､ 組織､ 機能などを規定)､ 地

域テロ対策機関に関する協定が調印された(30)｡
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憲章では､ SCOの目的が､ 次のように定めら

れた(31)｡

① 加盟国間相互の信頼､ 友好､ 善隣の強化

② 地域の平和､ 安全､ 安定の維持・強化､

民主的で公正､ 理性的な政治経済の新国際

秩序の樹立

③ テロリズム､ 分離主義､ 過激主義への共

同対処､ 麻薬・武器取引その他の国家を超

えた犯罪活動や不法移民への対策

④ 政治､ 貿易､ 経済､ 防衛､ 法の執行､ 環

境保護､ 文化､ 科学技術､ 教育､ エネルギー､

輸送､ 金融等の分野での効果的な地域協力

の促進

⑤ 国民の生活水準の向上､ 生活条件改善の

ため､ 平等な協力関係に基づく共同行為を

通して､ 広範で均衡のとれた経済成長､ 社

会・文化の発展を促進

⑥ 世界経済への統合に向けた取り組みの調

整

⑦ 加盟国の国際的な義務､ 国家の法を踏ま

え､ 人権､ 基本的自由を促進

⑧ 国際紛争の予防とその平和的解決

⑨ 21世紀に発生する問題の解決を共同で探

求

３ SCOの組織と活動の展開

2003年５月の首脳会談で発表された共同声明

では､ SCOが､ ｢組織編成の完了期｣ にあると

された｡ 予算の編成・執行手続きに関する協定

のほか､ 諸機関の活動手続きに関する一連の文

書が承認された｡ また､ 事務局 (北京) や､ 地

域テロ対策機構の活動を､ 遅くとも2004年１月

１日までに開始することで合意した(32)｡

2004年１月には､ 北京で外相会議が開かれ､

張徳広氏 (中国) を初代の事務局長とする SCO

事務局の開設式典が行われた(33)｡

2004年６月､ 地域テロ対策機構の執行委員会

が､ ウズベキスタンのタシケントで正式に開設

された(34)｡ 同日タシケントで開かれた首脳会

議には､ モンゴルとアフガニスタンがゲストと

して参加した｡ 会議では､ アフガン問題､ テロ

との闘い､ 経済協力について議論され､ ｢タシ

ケント宣言｣ が発表された｡ また､ モンゴルに､

SCOのオブザーバー国の地位を与える決定等

が署名された(35)｡

SCOに設置された組織を整理すると､ 以下

のとおりである｡

① 国家元首会議 (首脳会議)：SCOにおけ

る最高位の組織｡ 活動の基本方針を決定し､

機構内の重要問題の解決や､ 直面する国際

問題の検討を行う｡ 年１回開催｡

② 政府首脳会議 (首相会議)：機構の予算を

承認する｡ 経済問題の審議と解決｡ 年１回

開催｡

③ 外相会議：当座の活動についての審議｡

国家元首会議の予備調整｡

④ 各省庁指導者会議：国家元首会議および

政府首脳会議の決定により設置｡ 各分野の

官庁が定期的に会合を行う｡

⑤ 国家調整官理事会：機構の日常的な業務

の運営､ 調整や､ ①から③の各会議開催に

必要な準備を行う｡ 少なくとも年３回開催｡
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� ХартияШанхайскойорганизациисотрудничества
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� ｢ウズベク首都で上海協力機構首脳会議｣ 『ロシア月報』 2004.6, pp.55-56.



⑥ 地域テロ対策機構：テロリズム､ 分離主

義､ 過激主義に対抗するため､ タシケント

(ウズベキスタン)に常設機関として設置｡

⑦ 事務局：組織の事務を行う常設の執行機

関｡ 北京 (中国) に設置｡ 事務局長は､ 外

相会議が推薦し､ 国家元首会議で承認｡

地域機構として､ 組織的体裁を整えた SCO

は､ 他の機関との関係構築を進め､ 2004年12月

には､ 国連総会オブザーバーの地位が付与され

た(36)｡ 2005年４月には､ ASEANとの間で相

互理解に関する覚書に調印した(37)｡ また､ 独

立国家共同体 (CIS) との間でも､ 相互協力に

関する覚書を交わした(38)｡

2005年７月５日､ カザフスタンのアスタナで

開催された SCO首脳会談の共同声明には､ 中

央アジアに駐留する米軍に対し､ 撤収期限の明

示を求める文言が盛り込まれ､ 域外諸国の注目

を集めた(39)｡ 2001年の米国同時多発テロ事件

後､ アフガニスタンに対する軍事行動を支援す

るため､ 中央アジア諸国は､ 米軍基地の設置を

受け入れた｡ 空軍基地や国際空港等の地上イン

フラを提供したほか､ 軍事トランジットのため

に自国の領土・領空を提供した(40)｡ アフガニ

スタンにおける反テロ作戦の活発な軍事段階の

終了を踏まえ､ これらのインフラ施設の使用と､

部隊駐留の最終期限を明確にすることが必要で

あるとの主張だった(41)｡

このほか､ アスタナの会議では､ ｢テロリズ

ム､ 分離主義および過激主義との闘いに関する

SCO加盟国の協力の基本理念｣ が承認された(42)｡

｢基本理念｣ では､ SCOの枠組みにおけるテロ､

分離主義および過激主義との闘いを､ ｢対外政

策上の最重要課題｣ と位置付け､ SCO諸国が

自力でこれらと闘うことが優先的な意義を持つ

とした上で､ テロ対策の基本方針や､ 対策実現

のメカニズムが規定された(43)｡ また､ 2004年

にオブザーバー加盟したモンゴルに加え､ イン

ド､ イラン､ パキスタンにも､ オブザーバーの

地位を与えることが合意された(44)｡

2006年７月､ 上海における首脳会談では､

｢SCO創設５周年宣言｣ が採択された｡ 宣言は､

SCOの５年間の成果に高い評価を与えた｡ ま

た､ 引き続き機構の役割を強化し､ 加盟国の協

力促進のために､ 積極的な貢献を果たす意向が

表明された(45)｡ 中国の胡錦濤主席は､ 基調演

説において､ SCO長期善隣友好協力条約の締

結を､ また､ ロシアのプーチン大統領は､ SCO

エネルギークラブの創設を新たに提案した｡ こ
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のほか､ 実業家委員会と銀行連合を設立すると

共に､ 中国が提供する９億ドルで域内協力 (エ

ネルギー､ 情報技術､ 交通の各分野を優先項目とす

る) を拡大させることが合意された(46)｡ 加盟国

６ヵ国の首脳会議のほか､ オブザーバー４ヵ国

(イラン､ インド､ パキスタン､ モンゴル) の首脳

と､ ゲストのアフガニスタン大統領らを加えた

拡大会合も開催された｡

Ⅲ SCO推進の背景事情

SCOは､ 短期間のうちに機構の組織編成を

終え､ 分野的にも､ 地理的にも､ 協力関係を拡

大してきた｡ この過程では､ 中国とロシアが中

心的役割を果たしたとされている｡ 両国が､ こ

のような対話プロセスを推進した背景には､ ど

のような事情が潜んでいたのであろうか｡

１ 中 国

� 外交・安全保障政策の転換

1990年代後半以降､ 中国は､ 多国間協調や地

域主義を重視する､ 外交・安全保障政策を展開

するようになった(47)｡

外交政策としては､ 伝統的な ｢遠交近攻｣

(遠くの国とむすび､ 近くの国を攻める) という発

想を払拭し､ ｢与隣為善､ 以隣為伴｣(隣国とよ

しみを結び､ 隣国をパートナーとする) という方

針に転換した｡ 安保理の常任理事国として拒否

権を有する中国は､ 加盟以来､ 国連を重視して

きたものの､ 外交の中心課題は､ あくまでも大

国間の権力政治であり､ 多国間外交に対する関

心は薄かった｡ しかし､ 党大会の政治報告では､

1997年の第15回党大会の時から､ 多国間外交に

関する記述が現われ､ 国連とその他の国際機構

に言及がなされるようになった｡ 2002年の第16

回党大会の政治報告では､ 中国が､ 地域機構で

一定の役割を果たすという方針が新たに加えら

れた｡ 2004年元旦の胡錦濤談話においては､

2003年の活動を振り返った中で､ 二国間外交よ

り先に､ ｢積極的に一連の多角的外交活動に参

加した｣ ことに言及した｡

他方､ 安全保障の面では､ 1996年に､ いわゆ

る ｢新安全保障観｣ を提唱し､ 次第にその概念

を発展させていった｡ 新安全保障観の内容は､

二つの側面からなる｡ 第一の側面は､ 協調的安

全保障である｡ 相互信頼､ 相互利益､ 平等､ 協

力が新安全保障観の中核であるといわれ､ 国家

間の紛争は､ 武力ではなく､ 対話によって解決

することが説かれるようになった｡ 第二の側面

は､ テロや麻薬､ 疾病､ 海賊などの非伝統的脅

威や､ 経済､ エネルギー､ 環境などを含む､ 総

合安全保障である｡ 中国は､ アジア金融危機

(1997)､ 9.11米国同時多発テロ事件 (2001)､

SARS (重症急性呼吸器症候群) 問題 (2003) など

の経験を経て､ 国境を越えるリスクに､ 国家と

して総合的に対処する必要性をより深く認識す

るようになった｡ これにより､ 政治､ 経済､ 環

境､ 科学技術､ 文化などの総合的な安全保障観

が､ 広く受け入れられるようになった｡

以上のような変化が､ 多角的で､ 近隣諸国間

の協力を重視した地域主義的外交政策を､ 中国

が主導するひとつの理念的な基礎となった｡ こ

れらを具現化したものとして､ SCO設立への

積極的関与､ ASEAN地域フォーラム (ARF)

への積極姿勢(48)､ ASEAN＋３(日中韓) の重視

と活用､ 朝鮮半島の核危機に多国間で対応する

ための仲介等が挙げられる｡

なお､ このような政策転換は､ 日米安全保障
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ラムと中国｣ 高木誠一郎編 『脱冷戦期の中国外交とアジア・太平洋』 日本国際問題研究所, 2000. pp.53-72.



体制をはじめとする､ アジア太平洋地域におけ

る米国の同盟体制強化に対抗するものであった

という側面も指摘されている(49)｡

� 中央アジアの地域秩序の形成

上海ファイブのプロセスおよび SCOにこめ

た中国の狙いには､ 中央アジア諸国との全面的

な関係強化の推進があった｡ ソ連邦の崩壊以降､

中央アジアの５ヵ国は相次いで独立した｡ しか

し､ この地域に新しく誕生した国々と中国との

間には､ 国境画定の問題､ 民族､ 宗教､ 経済協

力等の､ 相互に共通 (または関連) した問題が

あった｡ それらをめぐって､ 中国と中央アジア

諸国が２国間関係を構築することは､ 双方にとっ

て重要課題であった｡

また中国は､ この地域を､ 中ロ関係を構築し､

改善していくテコと考えるようになった｡ その

ため､ ｢戦略的パートナーシップ｣ を構築する

過程で､ 中央アジア地域をめぐって､ 中ロ両国

の地政学的､ 経済的関係の確認と､ 利益の調整

を行う必要性が生まれた(50)｡

さらに､ 中国国内の民族問題や､ 国際テロリ

ズムへの対処など､ 安全保障上の考慮が挙げら

れる｡ ソ連邦の崩壊は､ 中国にとって､ 理論的

には､ 中央アジアへの影響力拡大のチャンスで

あった｡ しかし実際には､ 中国は､ ポスト共産

主義の中央アジアで勃興しつつあるナショナリ

ズムや､ イスラム民族主義あるいは民主化の波

が､ 新疆ウイグル自治区にも波及し､ さらにチ

ベットや内モンゴルの分離主義を刺激すること

をおそれた｡ こうしたことから､ 中国は､ 中央

アジア諸国との直接的な関係を強化したと指摘

されている(51)｡

２ ロシア

近年ロシアは､ 中国との２国間関係の改善を

はじめ､ アジア太平洋地域との外交関係を活発

化させている｡ インドを加えた３ヵ国の外相会

談(2005年６月)や首脳会談(2006年７月)､ ASEAN

との初の首脳会合 (2005年12月) 等を実施した｡

その狙いは､ 次の様なプーチン大統領の言葉

に示されている｡ ｢アジア太平洋地域との関係

を､ シベリア・極東の経済振興のために活用す

べく､ 同地域との関係強化に向けた外交路線を､

国内課題の解決およびロシアの潜在的利益の発

展と密接に関連づけなければならない｡ ここで

はもちろん､ インドおよび中国との関係にも大

きな可能性がある(52)｣｡ つまり､ 同地域との関

係強化を､ ｢外からの投資と需要がないと､ 生

き残ることはまず不可能(53)｣ な東シベリア・

極東地域､ さらにはロシア全体の経済発展につ

なげる狙いがある｡

むろん､ 外交上の関心も挙げられる｡ ロシア

は､ アジア太平洋地域では､ 有効な外交手段に

恵まれていない｡ そこで､ 己の存在感を示すた

めに､ アジア太平洋経済協力会議 (APEC)､ 東

南アジア諸国連合(ASEAN)､ ASEAN地域フォー

ラム (ARF) など､ 同地域における多国間組織

に積極的に関与しようと試みている｡ なかでも

SCOに対しては､ 中国に次ぐ積極的な姿勢を
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� 木村汎 ｢プーチン外交の優先順位 (下)｣ 『海外事情』 53巻１号, 2005.1, p.115.



みせている(54)｡

ソ連邦の解体によって､ 中央アジアはロシア

にとって外国となった｡ しかし､ 多数のロシア

系住民がいることや､ 駐留したロシア軍に対す

る依存などを背景に､ ロシアは､ 中央アジア諸

国に対し､ ｢『近い外国』 や 『特別な利益圏』 と

いう概念に基づく関与政策(55)｣ をとってきた｡

その中央アジアに進出しようとする中国に関し

て､ ロシアは､ 中国を締め出すよりも､ 地域安

定のための力として､ また経済協力のパートナー

として SCOの枠組みに取りこむ方が得策だっ

たという見方もある(56)｡

Ⅳ 課 題

中ロ両国の利害が一致し､ これまで､ SCO

は､ 比較的順調に発展してきた｡ SCOのこれ

からの行方は､ アジア全体の今後の国際関係に

影響を与える可能性が大きい｡ そこで以下では､

SCOの問題点を紹介し､ 今後の課題を探るこ

とにしたい｡

１ 参加国の拡大

SCOは､ その憲章で､ 機構の目的と原則お

よび採択された国際条約・文書の規定を遵守す

る他の国に､ 開かれた組織であると規定してい

る｡ 新規加盟は､ 国家元首会議で決定される｡

正式な加盟国の他に､ ｢パートナー｣ や ｢オブ

ザーバー｣ の地位で､ 機構の活動に参加するこ

とも可能である｡

2004年にはモンゴルが､ 2005年にはイラン､

インド､ パキスタンが､ オブザーバーとして加

盟した｡ ベラルーシ､ スリランカ等も機構に関

心を示しているとされる(57)｡ 2006年７月に開

催された首脳会議では､ 加盟６ヵ国にオブザー

バー４ヵ国 (イラン､ インド､ パキスタン､ モン

ゴル)､ ゲストのアフガニスタン大統領を加え

た拡大会合が開催された｡

現段階では､ 新たな正式加盟国を受け入れて

機構を拡大する用意はまだないと見るものも多

い(58)｡ これまでの交渉で､ 国境問題を解決し､

ようやく加盟国間の安定を達成した SCOが､

カシミール紛争を抱えるインド､ パキスタンを

SCOに加えることによって､ 内部から分裂す

る危険性もある｡ また､ 両国が核兵器不拡散条

約 (NPT) の非締約国であることは､ SCOが加

盟国に要求している核不拡散の原則にそぐわな

いと指摘されている｡

イランは､ 中央アジアにとっても､ また､ イ

ラン・インド・ロシアで合意された国際輸送回

廊(59) においても､ 地理的に重要な位置にある｡

イランにとっても､ SCOへの加盟は､ 国際的
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� 2000年９月､ サンクトペテルブルグで合意された､ 国際輸送システム整備に関するプロジェクト ｢南北回廊｣
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ジアへ繋がる｡ (新井洋史 ｢『第２回国際欧州アジア輸送会議』 及び 『第５回日本ロシア経済合同会議』 の報告｣

『ERINA REPORT』 37巻, 2000.12, pp.54-57.)



孤立を避ける手段となる可能性がある｡ しかし､

米国と露骨に対立することは､ ロシアも中国も

避けたいと考えているものとみられ､ 2006年の

首脳会議参加にあたっては､ 事前に､ 中ロがイ

ランに対して過激な発言を控えるよう調整した

との報道もある(60)｡

アフガニスタンは､ 最近まで､ ほとんど SCO

に関心を示さなかった｡ 将来的な参加の可能性

は排除できないが､ 当面は国内情勢と対米関係

に､ より注意を向けるものとみられている｡

中国の胡錦涛主席は､ 2006年６月の首脳会議

における演説で､ ｢中国は､ 他の加盟国と共に､

SCO加盟国とオブザーバー国の経済､ 交通､

エネルギー､ 麻薬取り締まり分野の実務協力を

促進する(61)｣ と表明した｡ オブザーバー国の

正式加盟に向けた動向とあわせ､ オブザーバー

国との協力､ 分野ごとのパートナー国との協力

の､ 具体的な展開内容が注目される｡

２ SCOに対する米国の懸念

中央アジアに駐留する米軍の撤収期限を明示

するよう要求したことや､ 米国のオブザーバー

加盟を拒否したことから､ SCO は､ 米国や

NATOに対抗する軍事的枠組みを目指すので

はないか､ との懸念が存在する(62)｡ オブザー

バーを含めた加盟国が地理的に拡大しているこ

とや､ 核問題をめぐり欧米諸国と対立するイラ

ンを首脳会議に招いたこと､ さらには､ 2002年

以降､ ｢反テロ｣ を名目に合同軍事演習を実施

していることなどが､ このような懸念を強める

要因となっている｡

2006年６月の首脳会議開催に際し､ 米国のマ

コーマック国務省報道官は､ 機構が掲げるテロ

リズムや麻薬への対抗､ 経済協力といった目標

や理念は支持できる､ と評価した｡ しかしなが

ら､ ｢いくつかの点で､ 目的に逆行している現

実がある(63)｣ と指摘し､ その例として､ 前年

の首脳会議で米国の部隊駐留の最終期限を明示

するよう要求したことや､ ｢世界最大のテロ支

援国家(64)｣ であるイランがオブザーバーとし

て参加したことを挙げた｡

このような懸念について､ 張徳広事務局長は､

｢(SCOを ｢東方の北大西洋条約機構 (NATO)｣ と

する見解は) 全く根拠のないものだ｡ SCOは閉

ざされた軍事的､ 政治的グループになったり､

反米､ 反西側組織になったりすることはない(65)｣

と反論した｡ また､ ウズベキスタン外務省のハ

マラエフ氏は､ ｢中央アジア諸国は､ 自国内の

問題に力を集中させなければならず､ また世界

的な問題を解決するほど力をつけていないため､

中央アジア自身がこうした対立を望んでいない

ということがある｡ また中ロ同盟が多くの矛盾

をはらんでおり､ 両国が 『西側に対抗すべく手

を組む』 ことはまず考えられない(66)｣ と消極

的な理由から否定した｡
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３ 協力分野の拡大

SCOは､ 2006年７月に採択された創設５周

年宣言において､ 同機構が､ ｢加盟国が善隣友

好協力やパートナーシップを深める上で重要な

メカニズムとなっている｣ として､ 引き続き､

機構の ｢潜在力を発掘し､ 役割を強化し､ 加盟

国の協力の促進､ 平和､ 協力､ 開放､ 繁栄､ 調

和の地域の確立のために積極的な貢献を果たし

ていく(67)｣ と表明した｡ その内容として､ 優

先的な分野であるテロリズム､ 分離主義､ 過激

主義の取り締まり､ 麻薬の違法販売・輸送取り

締まりの分野における協力の進化のほか､ 経済

協力(貿易や投資の円滑化､ 商品・資本・サービス・

技術の自由な移動)､ エネルギー､ 交通輸送､ 情

報通信､ 農業､ 環境､ 文化など､ 幅広い分野に

おいて､ 協調と協力により共通の立場を形成し

ていく可能性を示した｡

SCO自身はこのように表明しているが､ 当

面は､ テロや麻薬取引への対策など一部分野を

除いて､ 実質的な協力は､ まだ限定的と予想す

る向きも多い｡ ｢上海協力機構はもともと信頼

醸成から出発し､ 主として反テロ協力を進めて

きた｡ 地域協力機構として発展していくために

は反テロ以外の活動を進めていく必要があり､

経済貿易協力を進めるための活動を加速するこ

とも強調されているが､ これはこれからの課題

だ｡ 中央アジア共同市場構想もいまだスローガ

ンの域を出ていない(68)｣ といった評価もみら

れる｡

４ 中央アジアにおける中ロのバランス

今後の SCOの方向性を決めるひとつの要素

として､ 加盟国それぞれの相互関係､ 特に､ 機

構を主導する中国とロシアの関係に注目が集まっ

ている｡

ロシアは､ CIS内に､ 部分的に重なり合う形

で､ 多くの地域協力の枠組みを有している｡ 例

えば､ 安全保障協力の枠組みとしては､ 集団安

全保障条約 (1992年５月締結｡ タシケント条約と

も称される｡) の加盟国で創設された ｢集団安全

保障条約機構｣ が､ 経済協力の枠組みとしては､

｢ユーラシア経済共同体｣ がある｡ この２つに

は､ 中国以外の SCO加盟国がすべて含まれて

いる(69)｡

SCOの枠組みにおけるロシア側の懸念とし

ては､ 増強されつつある中国の軍事力や､ 中央ア

ジア地域への影響力の拡大が挙げられている(70)｡

実際､ 中国は､ 多国間協力に加えて､ SCOに

加盟する中央アジア諸国との二国間関係構築に

も意欲的であり､ 安全保障関係や経済関係の強

化に取り組んでいる(71)｡

これについて､ 中ロ間の純粋な友好関係を疑

問視する立場からは､ 次の様な見方がなされて

いる｡ ロシアと中国が､ 中央アジアに関して､

｢パワーシェアリング (権力分担)｣ モデルに合

意するのは非現実的である｡ 中国は､ ロシアと

良好な関係の維持を望む間は､ この地域におけ

るロシアの優位を認めるが､ 将来的には､ 重要

な役割は､ 中国にシフトしていくだろうと見て
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いる(72)｡

他方､ 中央アジア諸国にとっては､ ロシアと

中国の間の均衡が存在していることに関心があ

る｡ SCOによって､ 一方のみから受ける圧力

が弱められ､ いくらかの影響力が維持できると

いう利点がある(73)｡

おわりに

以上のように､ SCOは短期間のうちに発展

し､ 地域秩序や､ 域内の協力関係の推進に､ 一

定の役割を果たすようになった｡ SCOは､ 内

外に課題を抱え､ 加盟国それぞれに背景事情や

思惑はあるものの､ 今後も､ 利害の共通する分

野や局面において､ 結束が強調され､ 協力関係

が進展していくであろうと見られている｡

2006年６月､ SCO首脳会議の直前に､ 日本

は､ 中央アジアのウズベキスタン､ キルギス､

タジキスタン､ カザフスタンとの間で､ ｢中央

アジア＋日本｣ 対話(74) の第２回会合を開催し

た｡ 日本が､ 政治対話､ 地域内協力､ ビジネス

振興､ 知的対話､ 文化交流・人的交流の分野で

協力を約束したことは､ 同地域における中ロの

影響力を弱めるための試みである､ とするロシ

ア側の報道も見られた(75)｡

日本としては､ SCOが､ 地域の平和と安定

に建設的に寄与すること､ 諸外国との対話や協

力を含め､ 透明で開かれた組織としてその機能

を果たしていくこと､ が大事であるとの立場を

示している(76)｡ SCOがカバーする中央アジア

との関係については､ ｢日本独自のアプローチ

で続けていく(77)｣ と表明している｡ 今後､ 様々

な分野で中央アジア諸国との関係を構築してい

く上で､ SCOの動向は無視できないものとなっ

ていくであろう｡

(しまむら ともこ 外交防衛課)
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